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平成３１年度豊前市当初予算の概要

○　会計別予算（規模）
（単位：千円，％）

平成３１年度
（Ａ）

平成３０年度
（Ｂ）

差引増減額
（Ａ）－（Ｂ）＝（Ｃ）

伸率
（Ｃ）／（Ｂ）

12,422,400 11,398,900 1,023,500 9.0

国民健康保険事業
特別会計

3,256,192 3,375,893 ▲ 119,701 ▲ 3.5

後期高齢者医療事業
特別会計

482,788 468,237 14,551 3.1

住宅新築資金等貸付
事業特別会計

700 700 0 0.0

市営駐車場事業
特別会計

11,190 10,730 460 4.3

バス事業特別会計 35,751 55,574 ▲ 19,823 ▲ 35.7

工業用地造成事業
特別会計

0 200 ▲ 200 皆減

小　　　計 3,786,621 3,911,334 ▲ 124,713 ▲ 3.2

水道事業会計 781,499 842,029 ▲ 60,530 ▲ 7.2

公共下水道事業会計 942,251 792,815 149,436 18.8

東部地区工業用水道
事業会計

28,102 33,690 ▲ 5,588 ▲ 16.6

小　　　計 1,751,852 1,668,534 83,318 5.0

17,960,873 16,978,768 982,105 5.8

会　　　　計　　　　別

一　　般　　会　　計

特
別
会
計

企
業
会
計

合　　　　　　計

ため更なる財政の健全化に努めました。

　内閣府による平成３１年２月「月例経済報告」によれば、「景気は、緩やかに回復してい

る。」とされるものの少子高齢化という急激な社会構造の変化への対応により地域間競争は

激しさを増し、地方自治体の財政状況は、ますます厳しい状況となっています。

　平成３１年度の予算編成にあたっては、これまで取り組んできた第５次豊前市総合計画の

実現による市民サービスの充実を図ると共に、将来に渡って持続可能な財政運営を維持する

平成31年度予算概要説明



差引増減額
(Ａ)-(Ｂ)=(Ｃ)

金　額 構成比 金　額 構成比 金　額 (Ｃ)/(Ｂ)

1 3,219,405 25.9 3,273,662 28.7 ▲ 54,257 ▲ 1.7

2 100,000 0.8 100,000 0.9 0 0.0

3 4,000 0.0 4,000 0.0 0 0.0

4 12,000 0.1 12,000 0.1 0 0.0

5 3,000 0.0 3,000 0.0 0 0.0

6 467,000 3.8 472,000 4.1 ▲ 5,000 ▲ 1.1

7 25,000 0.2 25,000 0.2 0 0.0

8 9,000 0.1 9,000 0.1 0 0.0

9 3,100,000 25.0 3,080,000 27.0 20,000 0.6

10 5,000 0.0 6,000 0.1 ▲ 1,000 ▲ 16.7

11 155,855 1.3 196,339 1.7 ▲ 40,484 ▲ 20.6

12 170,549 1.4 177,581 1.6 ▲ 7,032 ▲ 4.0

13 1,606,391 12.9 1,608,981 14.1 ▲ 2,590 ▲ 0.2

14 961,860 7.7 921,822 8.1 40,038 4.3

15 71,604 0.6 71,360 0.6 244 0.3

16 200,000 1.6 10 0.0 199,990 皆増

17 1,056,122 8.5 490,309 4.3 565,813 115.4

18 10 0.0 10 0.0 0 0.0

19 160,804 1.3 168,526 1.5 ▲ 7,722 ▲ 4.6

20 1,094,800 8.8 779,300 6.8 315,500 40.5

12,422,400 100.0 11,398,900 100.0 1,023,500 9.0

4,598,653 37.0 3,735,432 32.8 863,221 23.1

7,823,747 63.0 7,663,468 67.2 160,279 2.1

5,034,349 40.5 4,377,797 38.4 656,552 15.0

7,388,051 59.5 7,021,103 61.6 366,948 5.2

（用語説明）

地方譲与税・・・国税として徴収された税源を配分されたもの

利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、地方消費税交付金、自動車取得税交付金

・・・県税として徴収された「利子割」「配当割」「株式譲渡所得割」「地方消費税」などが配分されたもの

地方交付税・・・法人税、酒税、消費税などの国税の一定割合を、基準により国から交付されるもの

分担金及び負担金・・・工事に関する受益者分担金や私立保育所保育料などの利用者負担金

繰入金・・・財政調整基金（市の貯金）などの基金を取り崩し、一般会計に繰り入れるもの

市債・・・市の長期借入金で、臨時財政対策債（いわゆる赤字地方債）と建設地方債がある

自主財源・・・市税、分担金及び負担金、繰入金など市が自主的に収入できる財源

依存財源・・・地方交付税、国庫支出金、市債など国や県から交付されたり割り当てられたりする財源

伸率
（Ａ） （Ｂ）

市 税

地 方 譲 与 税

地 方 消 費 税 交 付 金

一般会計当初予算 款別比較（歳入）

款　　　　別
平成３１年度 平成３０年度

利 子 割 交 付 金

配 当 割 交 付 金

株式等譲渡所得割交付金

繰 越 金

自 動 車 取 得 税 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税

交通安全対策特別交付金

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

財 産 収 入

寄 附 金

繰 入 金

※構成比については、表示単位未満を四捨五入しているため、合計と一致しない場合がある。

依　存　財　源

諸 収 入

市 債

歳　入　合　計

特　定　財　源

一　般　財　源

自　主　財　源
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差引増減額

(Ａ)-(Ｂ)=(Ｃ)

金　額 構成比 金　額 構成比 金　額 (Ｃ)/(Ｂ)

1 142,797 1.1 142,258 1.2 539 0.4

2 1,620,197 13.0 1,106,995 9.7 513,202 46.4

3 4,833,112 38.9 4,809,912 42.2 23,200 0.5

4 1,223,736 9.9 1,012,341 8.9 211,395 20.9

5 28,676 0.2 29,407 0.3 ▲ 731 ▲ 2.5

6 466,744 3.8 487,456 4.3 ▲ 20,712 ▲ 4.2

7 229,724 1.8 235,035 2.1 ▲ 5,311 ▲ 2.3

8 927,893 7.5 953,207 8.4 ▲ 25,314 ▲ 2.7

9 835,266 6.7 456,109 4.0 379,157 83.1

10 899,799 7.2 940,359 8.2 ▲ 40,560 ▲ 4.3

11 17,974 0.1 18,071 0.2 ▲ 97 ▲ 0.5

12 1,181,482 9.5 1,192,750 10.5 ▲ 11,268 ▲ 0.9

14 15,000 0.1 15,000 0.1 0 0.0

12,422,400 100.0 11,398,900 100.0 1,023,500 9.0

（用語説明）

議会費・・・議員の報酬、議員政務活動費補助金、議会事務局の人件費や議会運営に関する経費

総務費・・・市の財政や財産の管理事務、企画事務、市税の賦課徴収事務、戸籍住民基本台帳事務、選挙事務、

　　　　　　調査統計事務などに関する経費

民生費・・・障害者福祉、高齢者福祉、児童福祉、生活保護などに関する経費

衛生費・・・市民の健康保持増進、し尿やゴミの処理に関する経費

労働費・・・労働者の福祉向上、労働支援に関する経費

農林水産業費・・・農林水産業振興に関する経費

商工費・・・商工・観光業の振興、企業誘致に関する経費

土木費・・・道路橋梁、河川、公園、公営住宅の整備や維持補修に関する経費

消防費・・・災害から市民の生命・身体・財産を守るための経費

教育費・・・教育の振興を図るため、学校教育、社会教育、保健体育に関する経費

災害復旧費・・・災害により被災した施設の復旧に関する経費

公債費・・・国や金融機関などから借り入れた市債の元金・利子の償還に関する経費

予備費・・・予算に計上されていない支出に緊急的に対応するための経費

農 林 水 産 業 費

一般会計当初予算 款別比較（歳出）
（単位：千円，％）

款　　　　別

平成３１年度 平成３０年度
伸率

（Ａ） （Ｂ）

議 会 費

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

労 働 費

※構成比については、表示単位未満を四捨五入しているため、合計と一致しない場合がある。

予 備 費

歳　出　合　計

商 工 費

土 木 費

消 防 費

教 育 費

災 害 復 旧 費

公 債 費
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差引増減額

(Ａ)-(Ｂ)=(Ｃ)

金　額 構成比 金　額 構成比 金　額 (Ｃ)/(Ｂ)

1 1,984,824 16.0 1,861,361 16.3 123,463 6.6

2 1,695,849 13.7 1,578,639 13.8 117,210 7.4

3 90,631 0.7 105,946 0.9 ▲ 15,315 ▲ 14.5

4 2,970,341 23.9 2,958,389 26.0 11,952 0.4

5 1,392,363 11.2 1,398,753 12.3 ▲ 6,390 ▲ 0.5

6 1,181,482 9.5 1,192,750 10.5 ▲ 11,268 ▲ 0.9

7 190,168 1.5 3,066 0.0 187,102 皆増

8 149,897 1.2 208,783 1.8 ▲ 58,886 ▲ 28.2

9 1,293,762 10.4 1,300,998 11.4 ▲ 7,236 ▲ 0.6

10 1,458,083 11.7 775,215 6.8 682,868 88.1

1,440,109 11.6 757,144 6.6 682,965 90.2

353,373 2.8 400,621 3.5 ▲ 47,248 ▲ 11.8

1,043,450 8.4 306,211 2.7 737,239 240.8

43,286 0.3 50,312 0.4 ▲ 7,026 ▲ 14.0

17,974 0.1 18,071 0.2 ▲ 97 ▲ 0.5

11 15,000 0.1 15,000 0.1 0 0.0

12,422,400 100.0 11,398,900 100.0 1,023,500 9.0

6,136,647 49.4 6,012,500 52.7 124,147 2.1

1,458,083 11.7 775,215 6.8 682,868 88.1

4,827,670 38.9 4,611,185 40.5 216,485 4.7

（用語説明）

物件費・・・市役所など施設の光熱水費や電話料、アルバイト賃金、事務にかかる消耗品などの経費

維持補修費・・・市役所などの施設や道路橋梁の補修に関する経費

扶助費・・・生活保護費や障害者支援費など福祉や医療に関する経費

補助費等・・・一部事務組合、広域連合、特別会計に対する負担金などに関する経費

公債費・・・国や金融機関などから借り入れた市債の元金・利子の償還に関する経費

繰出金・・・特別会計や広域連合に対して支出される経費

投資的経費・・・支出の効果が資本形成に向けられ、施設など資産として将来に残るものに関する経費

普通建設事業・・・道路橋梁、学校、庁舎などの新増設の建設事業に関する経費

災害復旧費・・・災害により被災した施設の復旧に関する経費

予備費・・・予算に計上されていない支出に緊急的に対応するための経費

一般会計当初予算 性質別比較（歳出）
（単位：千円，％）

性　　質　　別

平成３１年度 平成３０年度
伸率

（Ａ） （Ｂ）

補 助 事 業 費

人 件 費

物 件 費

維 持 補 修 費

扶 助 費

補 助 費 等

公 債 費

積 立 金

投 資 出 資 貸 付 金

繰 出 金

投 資 的 経 費

ア 普 通 建 設 事 業

※構成比については、表示単位未満を四捨五入しているため、合計と一致しない場合がある。

義 務 的 経 費

投 資 的 経 費

そ の 他 の 経 費

単 独 事 業 費

     そ    の   他　

イ 災 害 復 旧 事 業

予 備 費

歳　出　合　計

平成31年度予算概要説明



主な建設事業

○国・県補助事業及び単独事業
（単位：千円）

款  別 区 分 予　算　額 備　考

総務費 ☆ 庁舎耐震改修事業 47,062

合併浄化槽設置事業補助金 補 24,308

し尿等前処理施設整備事業 322,658

農村環境整備事業 補 20,099

農地一般単独事業 14,960

集落基盤整備事業 29,625

森林環境保全直接支援事業（市有林保育作業委託料） 補 20,224

荒廃森林再生事業 補 27,357

☆ 治山林道維持費（林道橋点検診断） 補 7,843

☆ 漁港改修事業（八屋漁港） 補 20,000

商工費 ☆ 商工振興費（商店街活性化事業） 2,000

道路一般単独事業 57,346

道路新設改良事業 補 164,009

橋梁新設改良事業 補 22,485

☆ 急傾斜地崩壊対策事業 補 25,815

上町～沓川池線街路事業 補 63,854

住宅長寿命化整備事業 補 45,798

防火水槽整備事業 10,004

☆ 防災行政無線整備事業 404,006

防災行政情報通信ネットワーク再整備事業 5,186

求菩提山史跡整備事業 補 30,668

求菩提山史跡公有化事業 補 12,097

美術工芸品防災施設設置事業 補 4,732

 　☆は新規事業 補は国・県等補助事業

消防費

教育費

事　　　　業　　　　名

衛生費

農林水
産業費

土木費

平成31年度予算概要説明



主なソフト事業

（単位：千円）

款　別 区 分 予　算　額 備　考

ふるさと納税受付等業務委託料 110,125

コミュニティ助成事業補助金 2,500

新婚家庭家賃助成金 10,675

ボランティアセンター運営事業費補助金 3,959

☆ 外国人生活基盤支援事業 補 3,367

国際交流事業（ハワイホームステイ） 5,730

☆ 重度障害者医療費システム開発負担金 1,482

☆ ひとり親家庭等医療費システム開発負担金 1,375

☆ 母子包括支援事業 補 5,613

☆ 風しん対策事業 999

老朽危険家屋等除却促進事業補助金 補 3,000

鳥獣被害防止総合対策交付金 11,080

☆ ジビエ販売促進事業 補 2,400

地域おこし協力隊活用事業（森林農地） 8,438

地域おこし協力隊活用事業（水産） 3,527

特産品開発事業補助金 800

豊前市観光協会補助金 13,031

地域資源活用事業 864

木造戸建て住宅耐震改修促進事業補助金 補 930

☆ 危険ブロック塀等撤去促進事業補助金 補 1,100

震災復興体験学習事業補助金 825

☆ 学校施設長寿命化計画策定業務委託料（小学校） 7,044

学校給食調理業務委託料（小学校） 49,401

教育力向上事業（英語専科教職員） 5,739

早期教育支援体制構築事業 補 2,169

☆ 学校施設長寿命化計画策定業務委託料（中学校） 2,818

学校給食調理業務委託料（中学校） 18,722

豊前市地域づくり協議会支援補助金 2,325

 　☆は新規事業 補は国・県等補助事業

農林水
産業費

商工費

土木費

教育費

事　　　　業　　　　名

総務費

民生費

衛生費

平成31年度予算概要説明



新規事業説明

款　別 事　　業　　名 事　　業　　概　　要

庁舎耐震改修事業（実施設計）
耐震強度が不足している市庁舎の機能を継続して使用しながら耐
震改修を行うための実施設計を委託します。

外国人生活基盤支援事業
今後、増加が見込まれる外国人労働者が地域住民に受け入れら
れ、安心して生活できる環境を整備するため、パンフレットの作成や
日本語教室の充実を進めます。

重度障害者医療費システム開発
負担金

ひとり親家庭等医療費システム
開発負担金

母子包括支援事業
総合福祉センターに「子育て世代包括支援センター」を設置し、妊
娠期から子育て期まで切れ目のない支援を実施します。

風しん対策事業
風しんに係る公的予防接種を受ける機会のなかった男性の風しん抗
体検査及び風しん予防接種を無料とします。

治山林道維持費（林道橋点検
診断）

老朽化した林道橋の長寿命化計画を策定するため点検診断を実施
します。

漁港改修事業（八屋漁港）
八屋漁港の機能を保全するため浚渫工事の調査設計業務を委託し
ます。

ジビエ販売促進事業
昨年オープンした豊前ジビエセンターで加工したジビエのブランド
化、商品開発、販路拡大等を行っていくための販売促進計画を作成
します。

商工費 商店街活性化事業
来街者や地域住民の利便性及び安全性を向上するため、中央通り
商店街の水銀灯をＬＥＤ照明に交換する費用の一部を補助します。

急傾斜地崩壊対策事業
集中豪雨等により斜面崩壊の危険性がある岩屋中畑地区の急傾斜
地を保全します。

危険ブロック塀等撤去促進事業
補助金

地震時におけるブロック塀等の倒壊による被害防止及び避難経路
の確保を目的に、危険と診断されたブロック塀等の撤去費の一部を
補助します。

消防費 防災無線整備事業
建物内でも防災行政無線からの情報が聞き取れるように各戸に戸別
受信機を整備し、市民への情報伝達手段の充実を図ります。

教育費
学校施設長寿命化計画策定業
務委託料（小学校・中学校）

市内小中学校の施設の状態を点検・診断し、今後の維持管理・更新
等の対策を検討するための個別施設計画を策定します。

国民健康保険・後期高齢者医療制度における重度障害者医療・ひ
とり親家庭等医療について、県外受診となる中津市でも医療証を
使って負担限度額までの支払いで済むようになります。

総務費

衛生費

農林水
産業費

土木費

民生費



【　社会保障施策に要する経費　】

（単位：千円）

国　県
支出金

地方債 その他

社会保障
財源化分
の市町村
交付金

その他

　国民健康保険事業 252,705 114,675 13,403 124,627

　障害者福祉費 750,004 545,004 100 19,895 185,005

　高齢者福祉費 196,967 3,149 26,184 16,277 151,357

　後期高齢者医療事業 595,987 96,077 48,541 451,369

　介護保険総務費 465,850 263 45,208 420,379

小　　計 2,261,513 758,905 0 26,547 143,324 1,332,737

　児童措置費 1,349,944 859,705 87,537 39,102 363,600

　母子父子福祉費 4,344 3,187 112 1,045

小　　計 1,354,288 862,892 0 87,537 39,214 364,645

　生活保護扶助費 469,848 372,396 9,462 87,990

小　　計 469,848 372,396 0 0 9,462 87,990

4,085,649 1,994,193 0 114,084 192,000 1,785,372
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経　費事　　業　　名

平成31年度地方消費税交付金（社会保障４経費）当初予算


